
介護給付費通知の廃止について
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要介護認定の適正化

介護給付等費用適正化事業の見直し（Ｒ6）

継続

主
要
５
事
業

ケアプランの点検

住宅改修等の点検

医療情報との突合

介護給付費通知

■ 平成12年の介護保険制度開始後、事業者による過度のサービス提供や不正請求、不適正なケア
プランの作成などが多く見られる傾向となる。
■ こうした状況を踏まえ、国において、平成16年度から介護給付等費用適正化事業が実施され、
市町村が取り組む事業として、主要５事業（下図記載）が位置づけされた。
■ 令和６年１月、国における当該事業の見直しにおいて、主要５事業の１つである「介護給付費通知」が、
費用対効果が少ないとの理由から廃止された。

介護給付等費用適正化事業について

継続

継続

廃止

日立市の取組

・認定調査状況チェック
・認定審査会相互の格差是正に向けた取組
（情報提供・事例検討等）
・認定調査員や認定審査会委員の研修

・ケアプランの点検及び事業所指導
・住宅改修等について疑義のあるケースの訪問
調査

・介護報酬の支払状況及び医療と介護の給付情
報等の確認、サービスの整合性の点検

次ページ参照
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日立市における介護給付費通知の実施状況

時期 毎年度、９月・３月の２回発送

対象 介護サービス利用者

内容 当該年度における介護サービスの費用、保険給付額及び利用者負担額を一覧表でお知らせ

介護給付費通知の廃止について

＊ 給付費通知は、サービス利用者が、自身が利用してきたサービスの給付状況を知ることで、過度な

サービス提供や不正請求などの不適正事例の発見の契機となることを目的として始められた。

＊ しかし、当初の目的が浸透しないことから、費用対効果が見込みづらいとされ、国において、令和

６年１月の事業見直しに伴い廃止となった。

＊ 本市においても給付費通知は、当初の目的が浸透していないほか、実際に支払った額と一致しな

い、確定申告の添付書類と間違えるなど、利用者の混乱を招いている状況である。

令和７年３月発送分をもって廃止
※ 給付費通知発送終了についての通知文を同封しています
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